
keizai doyu 2008/03   016

委
員
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
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ワーク・ライフ・バランスは、個

人の生き方や価値観の多様化に対

する選択肢でなければなりません。

そして、企業にとっては生産性向

上につながるものでなければなり

ません。制度は、経営者と社員と

が、こうした趣旨を理解した上で

一緒になってつくり上げていくも

のではないでしょうか。協和発酵

工業は本年10月にキリンファーマ

さんと合併しますが、こういう時

こそ新しい制度を作っていく絶好

のチャンスです。多様な価値観を

認め合えるような制度づくりに挑

戦していきたいと考えています。

国の少子化対策については、非

常に真剣に考え着手もしています

が、結果はまだ出ていません。少

子化対策に決め手はなく、やれる

ことからやるしかありませんが、

ある程度目標設定をしてPDCAサ

イクルで回し、経済界がそれをき

ちんとフォローしていくことが大

切です。例えば、育児補助を控除

にするのか、手当にするのかとい

うようなことをひとつとっても、

国の施策と企業活動を連動させる

形で推進していく必要があると思

います。

昨年度まで２年間、人口一億人

時代の日本委員会で副委員長を務

めさせていただきました。そこで

2050年の日本を展望した時に、経

済成長の低迷、教育等社会インフ

ラの低下など、ありとあらゆる問

題が噴出することがわかりました。

そうした問題の根底にあるものは

何かと考えてみると、結論は少子

化の課題に行き着きます。

人口減少は国力の低下に直結し

ます。国力が低下すれば、いずれ

外国から資源やエネルギーなどを

買うこともできなくなってしまい

ます。このような事態が訪れるの

は、かなり先の未来のことだと

思っていましたが、最近の食糧や

資源・エネルギーなどの価格高騰

を見るにつけ、直近まで迫ってき

ているのではないかと危機感を抱

いています。もはや少子化対策は、

未来のためにやることではありま

せん。国、地方、企業、個人のそ

れぞれが、少しでもいいから今や

れることに取り組まないといけな

いところまできています。“提言か

ら実践へ”というステージにおけ

る提言実践・推進委員会として、

使命感を持ってやらなければなら

ないと思っています。

経済界・企業ができる代表的な

少子化対策がワーク・ライフ・バ

ランスの実現です。

経済同友会ではワーク・ライ

フ・バランスを「日本の社会構造

のイノベーション」と位置付けて

います。しかし、「人事制度のひと

つ」として捉えられているケース
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